
平成３０年度
診療報酬改定に伴う

『施設基準』等について

東北厚生局
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診療報酬改定の留意事項

・本資料は、診療報酬改定の全ての項目を網羅していな
いので、ご注意願います。
・施設基準の届出書の提出の際には、告示、通知を必ず熟読して
ください。

○基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて（保医発0305
第2号平成30年3月5日）

○特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて（保医発0305
第3号平成30年3月5日） 等

・算定の際には、告示、通知を必ず熟読してください。

○診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について

（保医発0305第1号平成30年3月5日） 等
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届 出 書 様 式（表紙）
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届 出 書 様 式（表紙）
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・届出書は正本１通を提出。
・副本は提出不要（保険医療機関が保管）。

・届出受理後は、届出と異なった事情が生じ、当該施設基準を
満たさなくなった場合又は当該施設基準の届出区分が変更と
なった場合に変更の届出等を行う。

・従事者が変更となった場合等でも、引き続き施設基準の要件
を満たす場合は、原則として変更の届出等は不要。

・ただし、次の場合等は都度変更の届出を行う必要がある（例示）。

・基本診療料の施設基準で、病床数に著しい増減があった場合
・次の届出医師に変更があった場合
（神経学的検査、画像診断管理加算1及び２、麻酔管理料（Ⅰ）、歯科矯正診断料
並びに顎口腔機能診断料）

・届出にあたり使用する機器を届け出ている施設基準（当該機器に変更があった場合）
・ＣＴ撮影及びＭＲＩ撮影（届け出ている撮影に使用する機器に変更があった場合）



○東北厚生局トップページの
｢平成30年度診療（調剤）報酬改定｣のバナーから

届出様式のホームページからの入手方法
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・届出に当たっては、届出する施設基準の告示・通知を必ず確認すること。

・「基本診療料の施設基準」の届出に当たっては、特に規定する場合を除き、届出前１か月の実

績を有していること。

・届出する施設基準ごとに、表紙（基本診療料は「別添７」、特掲診療料は「別添２」）、施設基準に

該当する様式、添付書類が必要なものは添付書類を１組提出すること。※副本の提出は不要。

・提出した届出書の写しを保管すること。
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施設基準の届出にあたっての留意事項

※提出期限

平成３０年４月１日から算定するためには、

平成３０年４月１６日（月）必着 で提出すること。



新たに『施設基準』が創設されたことにより、

平成３０年４月以降において当該点数を算定す
るにあたり届出の必要なもの

〇基本診療料１

• 初診料（歯科）の注１に掲げる施設基準
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日常的に唾液や血液等に触れる環境下にある歯科外来診療の特徴を踏まえ、歯科医療機関における院
内感染防止対策を推進するため、歯科初診料及び歯科再診料の引き上げとともに施設基準を新設する。

現行

【初診料】
１ 歯科初診料 234点

注１ １については、保険医療機関において、初診を
行った場合に算定する。

【再診料】
１ 歯科再診料 45点

注１ １については、保険医療機関において、初診を
行った場合に算定する。

改定後

【初診料】

１ 歯科初診料 237点

注１ １については、歯科外来診療における院内感染防止
対策につき別に厚生労働大臣が定める施設基準に適
合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険
医療機関において、初診を行った場合に算定する。こ
の場合において、当該届出を行っていない保険医療機
関については、226点を算定する。

【再診料】

１ 歯科再診料 48点
注１ １については、初診料の注１に規定する歯科外来診

療における院内感染防止対策につき別に厚生労働大
臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚
生局長等に届け出た保険医療機関において、保険医
療機関において、初診を行った場合に算定する。この
場合において、当該届出を行っていない保険医療機関
については、41点を算定する。

歯科外来診療における院内感染防止対策の推進①

歯科初診料、歯科再診料の見直し①

・平成30年９月30日までの間における区分番号Ａ０００の１については、「237点」と
あるのは「234点」、同注９については、「23点又は25点」とあるのは「25点」、区分
番号Ａ００２の１については、「48点」とあるのは「45点」、同注８については、「３点
又は５点」とあるのは「５点」とする。

・旧算定方法別表第二区分番号Ａ０００の注１及び区分番号Ａ００２の注１に係る規
定については、平成30年9月30日までの間は、なお従前の例による。

［経過措置］

10

平成30年度診療報酬改定 Ⅱ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進
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[基本診療料の施設基準等]
第三 初・再診料の施設基準等

（新） 八の三 歯科点数表第１章基本診療料第１部初・再診料第１節初診料の注１に規定する施設基準

(1) 歯科外来診療における院内感染防止対策につき十分な体制が整備されていること。

(2) 歯科外来診療における院内感染防止対策につき十分な機器を有していること。

(3) 歯科外来診療における院内感染防止対策に係る研修を受けた常勤の歯科医師が１名以上

配置されていること。

(4) 歯科外来診療の院内感染防止対策に係る院内掲示を行っていること。

[経過措置（施設基準）]

・歯科医療を担当する保険医療機関については、平成三十一年三月三十一日までの間に限り、
第三の八の三の(3)又は第三の九の(5)に該当するものとみなす。

（通知）

(1) 当該保険医療機関において、院内感染防止対策が行われていること。

(2) 感染症対策等の院内感染防止対策に係る研修を修了した常勤の歯科医師が１名以上配置されていること。

(3) 口腔内で使用する歯科医療機器等に対する、患者ごとの交換や専用の機器を用いた洗浄・滅菌処理を徹底する等
の十分な感染症対策を講じていること。

(4) 感染症患者に対する歯科診療に対応する体制を確保していること。

(5) 院内感染防止対策に関する研修を定期的に受講していること。

(6) 当該保険医療機関の見やすい場所に、当該医療機関で取り組んでいる院内感染防止対策等、歯科診療に係る医
療安全対策を実施している旨の院内掲示を行っていること。

(7) 院内感染防止対策等の体制を地方厚生局長等に報告していること。
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平成30年度診療報酬改定 Ⅱ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進

歯科初診料、歯科再診料の見直し③

歯科外来診療における院内感染防止対策の推進②
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〇基本診療料２

• 地域歯科診療支援病院歯科初診料（平成31年4月1日以降に引き続き算定する場合に
限る。）

• 初診料（歯科）の注９に掲げる歯科外来診療環境体制加算１（平成30年３月31日におい

て、現に旧算定方法別表Ａ０００の注９に掲げる歯科外来診療環境体制加算に係る届出
を行っている保険医療機関（地域歯科診療支援病院歯科初診料の届出を行っている保
険医療機関を除く。）であって、平成30年10月１日以降に引き続き算定する場合に限
る。）

• 初診料（歯科）の注９に掲げる歯科外来診療環境体制加算２（平成30年３月31日におい

て、現に旧算定方法別表Ａ０００の注９に掲げる歯科外来診療環境体制加算に係る届出
を行っている保険医療機関（地域歯科診療支援病院歯科初診料の届出を行っている保
険医療機関に限る。）であって、平成30年10月１日以降に引き続き算定する場合に限
る。）
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施設基準の改正により、平成30年３月31日において現
に当該点数を算定していた保険医療機関であっても、
平成30年４月以降において当該点数を算定するに当た
り届出の必要なもの



地域歯科診療支援病院歯科初診料の施設基準の届出を行っている病院については、当該施設基準に院
内感染防止対策に関する内容を追加する。

[経過措置(施設基準)]（再掲）

・歯科医療を担当する保険医療機関については、平成31年3月31日までの間に限り、
第三の八の三の(3)又は第三の九の(5)に該当するものとみなす。

地域歯科診療支援病院歯科初診料の見直し

現行

【初診料】
２ 地域歯科診療支援病院歯科初診料 282点

【再診料】
２ 地域歯科診療支援病院歯科再診料 72点

改定後

【初診料】
２ 地域歯科診療支援病院歯科初診料 282点

【再診料】
２ 地域歯科診療支援病院歯科再診料 72点

【地域歯科診療支援病院初診料の施設基準】
第三 九 地域歯科診療支援病院初診料の施設基準

（略）

（新） (3) 歯科外来診療における院内感染防止対策につき

十分な体制が整備されていること。

（新） (4) 歯科外来診療における院内感染防止対策につき

十分な機器を有していること。

（新） (5) 歯科外来診療における院内感染防止対策に係る

研修を受けた常勤の歯科医師が１名以上配置され

ていること。

（新） (6) 歯科外来診療の院内感染防止対策に係る院内

掲示を行っていること。
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平成30年度診療報酬改定 Ⅱ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進

歯科外来診療における院内感染防止対策の推進③



4. 地域歯科診療支援病院歯科初診料の施設基準について、周術期等口腔機能管理の実績を選択可能
な要件の１つとする。

改定後

【地域歯科診療支援病院歯科初診料の施設基準（抜粋）】
（前略）

(4) 次のイ又はロのいずれかに該当すること。
イ （略） ※現行の(1)及び(4)

ロ 次のいずれにも該当すること
① 常勤の歯科医師が１名以上配置されていること。

② 歯科医療を担当する病院である保険医療機関に
おいて、歯科点数表の周術期等口腔機能管理計画
策定料、周術期等口腔機能管理料（Ⅰ）、周術期等
口腔機能管理料（Ⅱ）又は周術期等口腔機能管理料
（Ⅲ）のいずれかを算定した患者の月平均患者数が
20人以上であること。

現行

【地域歯科診療支援病院歯科初診料の施設基準（抜粋）】
(1) 常勤の歯科医師が２名以上配置されていること。

（中略）

(4) 次のいずれかに該当すること。

イ 歯科医療を担当する病院である保険医療機関における当該歯
科医療についての紹介率（別の保険医療機関から文書により紹
介等された患者（当該病院と特別の関係にある保険医療機関等
から紹介等された患者を除く。）の数を初診患者（当該保険医療
機関が表示する診療時間以外の時間、休日又は深夜に受診した
六歳未満の初診患者を除く。）の総数で除して得た数をいう。以
下同じ。）が100の30以上であること。

ロ 歯科医療を担当する病院である保険医療機関における当該歯
科医療についての紹介率が100分の20以上であって、別表第一
に掲げる手術の一年間の実施件数の総数が30件以上であること。

ハ 歯科医療を担当する病院である保険医療機関において、歯科
医療を担当する他の保険医療機関において「歯科点数表」の初
診料の注６若しくは再診料の注４に規定する加算又は歯科点数
表の歯科訪問診療料を算定した患者であって、当該他の保険医
療機関から文書により診療情報の提供を受けて当該保険医療機
関の外来診療部門において歯科医療を行ったものの月平均患者
数が5人以上であること。

ニ 歯科医療を担当する病院である保険医療機関において、歯科
点数表の初診料の注６又は再診料の注４に規定する加算を算定
した患者の月平均患者数が30人以上であること。

周術期等の口腔機能管理の推進⑥

地域歯科診療支援病院初診料の施設基準の見直し
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平成30年度診療報酬改定 Ⅰ地域包括ケアシステムの構築と医療機能の分化・強化、連携の推進
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「歯科初診料の注１に規定する施設基準」の新設に伴い、歯科外来診療環境体制加算の見直しを行う。

歯科外来診療環境体制加算の見直し①

現行

歯科外来診療環境体制加算 25点
再診料歯科外来診療環境体制加算 5点

【施設基準（抜粋）】
(1) 偶発症に対する緊急時の対応、医療事故、感染症

対策等の医療安全対策に係る研修を修了した常勤
の歯科医師が１名以上配置されていること。

（中略）
(5) 口腔内で使用する歯科医療機器等について、患者

ごとの交換や、専用の機器を用いた洗浄・滅菌処理
を徹底する等十分な感染症対策を講じていること。

(6) 感染症患者に対する歯科診療について、ユニット
の確保等を含めた診療体制を常時確保していること。

（中略）
(8) 当該保険医療機関の見やすい場所に、緊急時に

おける連携保険医療機関との連携方法やその対応
及び当該医療機関で取り組んでいる院内感染防止
対策等、歯科診療に係る医療安全管理対策を実施し
ている旨の院内掲示を行っていること。

改定後

（新） 歯科外来診療環境体制加算1 23 点
（新） 再診料歯科外来診療環境体制加算1 3 点

【施設基準（抜粋）】
(1) 偶発症に対する緊急時の対応、医療事故等の医療安

全対策に係る研修を修了した常勤の歯科医師が１名以
上配置されていること。

（中略）
(5) （削除）
(6) （削除）
（中略）
(8) 当該保険医療機関の見やすい場所に、緊急時におけ

る連携保険医療機関との連携方法やその対応等、歯科
診療に係る医療安全管理対策を実施している旨の院内
掲示を行っていること。

平成30年９月30日までの間における区分番号Ａ０００の１については、「237点」とあるのは「234点」、同注９については、「23点又は25点」とある
のは「25点」、区分番号Ａ００２の１については、「48点」とあるのは「45点」、同注８については、「３点又は５点」とあるのは「５点」とする。

［経過措置］ （再掲）
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平成30年度診療報酬改定 Ⅱ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進

歯科外来診療における院内感染防止対策の推進④



地域歯科診療支援病院歯科初診料の施設基準への院内感染防止対策の追加に伴い、当該施設基準の
届出を行っている病院を対象とした区分を新設する。

歯科外来診療環境体制加算の見直し②

現行

歯科外来診療環境体制加算 25点
再診料歯科外来診療環境体制加算 5点

【施設基準（抜粋）】
(1) 偶発症に対する緊急時の対応、医療事故、感染症

対策等の医療安全対策に係る研修を修了した常勤
の歯科医師が１名以上配置されていること。

（中略）
(5) 口腔内で使用する歯科医療機器等について、患者

ごとの交換や、専用の機器を用いた洗浄・滅菌処理
を徹底する等十分な感染症対策を講じていること。

(6) 感染症患者に対する歯科診療について、ユニット
の確保等を含めた診療体制を常時確保していること。

（中略）
(8) 当該保険医療機関の見やすい場所に、緊急時に

おける連携保険医療機関との連携方法やその対応
及び当該医療機関で取り組んでいる院内感染防止
対策等、歯科診療に係る医療安全管理対策を実施し
ている旨の院内掲示を行っていること。

改定後

（新） 歯科外来診療環境体制加算2 25点
（新） 再診料歯科外来診療環境体制加算2 5点

【施設基準（抜粋）】
(1) 地域歯科診療支援病院歯科初診料の届出を行った

保険医療機関であること。
(2) 略（歯科外来診療環境体制加算１と同様）
(3) 歯科外来診療において発生した医療事故、

インシデント等を報告・分析し、その改善策を実施
する体制を整備していること。

平成30年９月30日までの間における区分番号Ａ０００の１については、「237点」とあるのは「234点」、同注９については、「23点又は25点」とある
のは「25点」、区分番号Ａ００２の１については、「48点」とあるのは「45点」、同注８については、「３点又は５点」とあるのは「５点」とする。

［経過措置］ （再掲）
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歯科外来診療における院内感染防止対策の推進⑤
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新たに『施設基準』が創設されたことにより、
平成３０年４月以降において当該点数を算定するに
あたり届出の必要なもの

〇特掲診療料１

• 退院時共同指導料１の１に掲げる在宅療養支援歯科診療所１
• 有床義歯咀嚼機能検査２のイ
• 有床義歯咀嚼機能検査２のロ
• 咬合圧検査
• 精密触覚機能検査
• 口腔粘膜処置
• 口腔粘膜血管腫凝固術
• レーザー機器加算

22



在宅歯科医療における地域における関係者間の連携を推進する観点から、在宅療養支援歯科
診療所の施設基準について、機能に応じた評価となるよう見直しを行う。

在宅療養支援歯科診療所の施設基準の見直し①

質の高い在宅医療の確保①

現行

【在宅療養支援歯科診療所の施設基準
（抜粋）】

(1) 過去１年間に歯科訪問診療料を算定し
ている実績があること。

(2) 高齢者の心身の特性、口腔機能の
管理、緊急時対応等に係る適切な研
修を修了した常勤の歯科医師が１名
以上配置されていること。

（中略）

(5) 当該地域において、在宅医療を担
う保険医療機関と連携を図り、必要
に応じて、情報提供できる体制を確
保していること。

(6) 当該地域において、他の保健医療
サービス及び福祉サービスの連携調
整を担当する者と連携していること。

（以下、略）

改定後

【在宅療養支援歯科診療所１及び在宅療養支援歯科診療所２の施設
基準（抜粋）】

【在宅療養支援歯科診療所１】
(1) 過去１年間に歯科訪問診療

１又は歯科訪問診療２をあ
わせて15回以上算定してい
ること。

【在宅療養支援歯科診療所２】
(1) 過去１年間に歯科訪問診療１

又は歯科訪問診療２をあわせ
て10回以上算定していること。

【在宅療養支援歯科診療所１及び在宅療養支援歯科診療所２（共通）】
(2) 高齢者の心身の特性（認知症に関する内容を含む）、口腔

機能の管理、緊急時対応等に係る適切な研修を修了した常勤
の歯科医師が１名以上配置されていること。

（中略）
(5) （削除）
(6) （削除）
(7) （略）

(8) 当該診療所において、過去１年間に在宅医療を担う他の保
険医療機関、訪問看護ステーション、地域包括支援セン
ター、居宅介護支援事業所又は介護保険施設等からの依頼に
よる歯科訪問診療の依頼が５件以上であること。
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在宅療養支援歯科診療所の施設基準の見直し②

質の高い在宅医療の確保②

改定後

【在宅療養支援歯科診療所１の施設基準】

(9) 以下のいずれか１つに該当すること。
① 当該地域において、地域ケア会議、在宅医療・介護に関するサービス担当者会議又は病院・介護保険施 設等

で実施される多職種連携に係る会議への年１回以上出席していること。

② 病院又は介護保険施設等の職員に対し、口腔管理に関する技術的助言や研修等を年１回以上実施しているこ
と。

③ 介護保険施設等において、入所者に対する口腔管理への協力を年１回以上実施していること（歯科訪問診療に
よるものを除く。）。

④ 歯科訪問診療について、他の歯科医療機関との連携実績があること。

(10) 過去１年間に、以下のいずれかの算定が１つ以上あること。

① 栄養サポートチーム等連携加算１又は栄養サポートチーム等連携加算２の算定があること。

② 在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料又は小児在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料の
算定があること。

③ 退院時共同指導料１、退院時共同指導料２、退院前在宅療養指導管理料、在宅患者連携指導料又は在宅患者
緊急時等カンファレンス料の算定があること。
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[経過措置（施設基準）]

・平成30年3月31日において現に在宅療養支援歯科診療所に係る届出を行っている診療所については、平成32年3月31日までの間に限り在宅

療養支援歯科診療所２の施設基準に該当しているものとみなす。
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有床義歯咀嚼機能検査について、検査の種類の追加、適応拡大及び評価の充実を行う。

口腔・顎・顔面領域の知覚に関する検査を新設する。

(新) 精密触覚機能検査 460点

［対象患者］ 口腔・顎・顔面領域の手術等に伴う神経障害や帯状疱疹や骨髄炎等に起因する神経障害によって生じる神経症状（感覚の異常）を呈す
る患者

［算定要件（抜粋）］ Semmes-Weinstein monofilament set を用いて知覚機能を定量的に測定した場合に1月に1回に限り算定する。

［施設基準（抜粋）］ 関係学会が実施する当該検査に関する適切な研修を修了した歯科医師が1名以上配置されていること。

検査の見直し及び新規検査の導入

現行

【有床義歯咀嚼機能検査】

１ 下顎運動測定と咀嚼能力測定を併せて行う場合
（１回につき） 480点

２ 咀嚼能力測定のみを行う場合（１回につき） 100点

［算定要件（抜粋）］
・１について：義歯装着前後にそれぞれ実施すること

義歯装着日の属する月から起算して６月以内に限り、月１回
を限度として算定

・２について：１を算定した患者について、義歯装着日の属する
月から起算して６月以内に限り、月１回を限度として算定

１を算定した月は算定できない。

［対象患者］
・新製有床義歯管理料の「２ 困難な場合」に準じる場合

・舌接触補助床又は顎補綴・口蓋補綴による装置を装着する
場合

改定後

【有床義歯咀嚼機能検査】
（改） １ 有床義歯咀嚼機能検査１（１回につき）

イ 下顎運動測定と咀嚼能力測定を併せて行う場合
（１回につき） 560点

ロ 咀嚼能力測定のみを行う場合（１回につき） 140点
（新） ２ 有床義歯咀嚼機能検査２（１回につき）

イ 下顎運動測定と咬合圧測定を併せて行う場合
（１回につき） 550点

ロ 咬合圧測定のみを行う場合（１回につき） 130点

［算定要件（変更点を抜粋）］
・有床義歯咀嚼機能検査１と２の同月の算定不可
・義歯装着前後ともに「ロ 咀嚼能力測定のみを行う場合」又は「ロ
咬合圧測定のみを行う場合」によって実施してもよい。

［対象患者］
・新製有床義歯管理料の「２ 困難な場合」に準じる場合

・左右第二大臼歯を含む臼歯が４歯以上欠損している場合
（第３大臼歯は歯数に含めない。）

・舌接触補助床又は顎補綴・口蓋補綴による装置を装着する場合
・広範囲顎骨支持型装置埋入手術の（５）に準じる場合
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新規検査の保険導入と既存検査の見直し①
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レーザー照射により実施する処置及び手術の評価を新設する。

(新) 口腔粘膜処置（１口腔につき） 30点

［算定要件］

・再発性アフタ性口内炎の小アフタ型病変にレーザー照射を行った場合

・2回目以降は、前回算定日から起算して1月経過した日以降に算定

・前回算定した日の属する月に、前回照射して部位と異なる部位に生じたものに対する当該処置の費用は算定できない。

（新） 口腔粘膜血管腫凝固術（一連につき） 2,000点

［算定要件］
・顎口腔領域に生じた血管腫・血管奇形に対して、レーザー照射を行った場合に一連につき１回に限り算定

（新） レーザー機器加算１ 50点
レーザー機器加算２ 100点
レーザー機器加算３ 200点

レーザー照射に関する技術の評価

対象手術

レーザー機器加算１
歯肉、歯槽部腫瘍手術（エプーリスを含む。） 「軟組織に限局するもの」、浮動歯肉切除術「3分の1顎程度」「2分の1顎程

度」、舌腫瘍摘出術・口唇腫瘍摘出術・頬腫瘍摘出術の「粘液嚢胞摘出術」、口蓋腫瘍摘出術「口蓋粘膜に限局するもの」、
頬、口唇、舌小帯形成術、がま腫切開術

レーザー機器加算２ 歯肉、歯槽部腫瘍手術「硬組織に及ぶもの」、浮動歯肉切除術「全顎」、舌腫瘍摘出術「その他のもの」

レーザー機器加算３
口腔底腫瘍摘出術、口蓋腫瘍摘出術「口蓋骨に及ぶもの」、口蓋混合腫瘍摘出術、口唇腫瘍摘出術「その他のもの」、頬
腫瘍摘出術「その他のもの」、頬粘膜腫瘍摘出術、がま腫摘出術、舌下腺腫瘍摘出術
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処置、手術に関連する技術の新規保険導入と既存技術の見直し⑤

平成30年度診療報酬改定 Ⅱ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進
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〇特掲診療料２

• 歯科疾患管理料の注10に掲げる かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所

• 退院時共同指導料１の１に掲げる在宅療養支援歯科診療所２

• 外来後発医薬品使用体制加算１

• 外来後発医薬品使用体制加算２

34

施設基準の改正により、
平成３０年３月３１日において現に当該点数を
算定していた保険医療機関であっても、
平成３０年４月以降において当該点数を算定す
るに当たり届出の必要なもの



う蝕や歯周病の重症化予防に関する継続的な管理実績等を要件に追加するとともに、関連す
る要件を見直す。

歯科訪問診療の実績について、在宅療養支援歯科診療所との連携実績でも可能とする。

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の施設基準の見直し①

現行

【かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の施設基準
（抜粋）】
（1） 過去１年間に、歯科訪問診療１又は歯科訪問診療

２、歯周病安定期治療及びクラウン・ブリッジ維持管
理料を算定している実績があること。

改定後

【かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の施設基準
（抜粋）】
（２） 次のいずれにも該当すること。

ア 過去１年間に歯周病安定期治療（Ⅰ）又は歯周病
安定期治療(Ⅱ)をあわせて30回以上算定していること。

イ 過去１年間にフッ化物歯面塗布処置又は歯科疾患
管理料のエナメル質初期う蝕管理加算をあわせて10
回以上算定していること。

ウ クラウン・ブリッジ維持管理料を算定する旨を届け
出ていること。

(３) 過去１年間に歯科訪問診療１若しくは歯科訪問診療
２の算定回数又は連携する在宅療養支援歯科診療所
１若しくは在宅療養支援歯科診療所２に依頼した歯科
訪問診療の回数があわせて５回以上であること。

(４) 過去1年間に診療情報提供料又は診療情報連携共
有料をあわせて５回以上算定している実績があること。

かかりつけ歯科医の機能の評価②
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かかりつけ歯科医として必要な知識や技術の習得を推進する観点及び「初診料の注１に規定
する施設基準」が新設されたことを踏まえて、研修内容の見直し等を行う。

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の施設基準の見直し②

現行

（２） 次に掲げる研修をいずれも修了した歯科医師が１
名以上配置されていること。
ア 偶発症に対する緊急時の対応、医療事故及び

感染症対策等の医療安全対策に係る研修
イ 高齢者の心身の特性、口腔機能の管理及び緊

急時対応等に係る研修
なお、既に受講した研修が要件の一部を満たして

いる場合には、不足する要件を補足する研修を受講
することでも差し支えない。

（８） 口腔内で使用する歯科医療機器等について、患
者ごとの交換や、専用の機器を用いた洗浄・滅菌処
理を徹底する等十分な感染症対策を講じていること。

（９） 感染症患者に対する歯科診療について、ユニット
の確保等を含めた診療体制を常時確保していること。

改定後

（５） 当該医療機関に、歯科疾患の重症化予防に資する
継続管理に関する研修（口腔機能の管理を含む）、高
齢者の心身の特性及び緊急時対応等の適切な研修
を修了した歯科医師が１名以上在籍していること。

なお、既に受講した研修が要件の一部を満たして
いる場合には、不足する要件を補足する研修を受講
することでも差し支えない。

（削除）

（削除）

（９） 初診料の注１に規定する施設基準を届け出ている
こと。

かかりつけ歯科医の機能の評価③
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かかりつけ歯科医の機能の評価④

37

地域連携に関する会議等への参加実績を要件に追加し、関連する要件を見直す。

現行

（６） 当該地域において、在宅医療を担う保
険医療機関と連携を図り、必要に応じて、
情報提供できる体制を確保していること。

（７） 当該地域において、他の保健医療サー
ビス及び福祉サービスの連携調整を担当
する者と連携していること。

改定後

（８） （５）に掲げる歯科医師が次の項目のうち、３つ以上に該当する
こと。

ア 過去１年間に、居宅療養管理指導を提供した実績があること。

イ 地域ケア会議に年１回以上出席していること。

ウ 介護認定審査会の委員の経験を有すること。

エ 在宅医療に関するサービス担当者会議や病院・介護保険施設等で実施さ
れる多職種連携に係る会議等に年１回以上出席していること。

オ 過去１年間に、栄養サポートチーム等連携加算１又は栄養サポートチーム
等連携加算２を算定した実績があること。

カ 在宅医療・介護等に関する研修を受講していること。

キ 過去１年間に、退院時共同指導料１、退院時共同指導料２、退院前在宅療

養指導管理料、在宅患者連携指導料又は在宅患者緊急時等カンファレンス
料の算定があること。

ク 認知症対応力向上研修等、認知症に関する研修を受講していること。

ケ 自治体等が実施する事業に協力していること。

コ 学校歯科医等に就任していること。

サ 過去１年間に、歯科診療特別対応加算又は初診時歯科診療導入加算を算
定した実績があること。
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平成30年度診療報酬改定 Ⅰ地域包括ケアシステムの構築と医療機能の分化・強化、連携の推進

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の施設基準の見直し③

[経過措置（施設基準）]

・平成30年3月31日において現にかかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所に係る届出を行っている診療所については、平成32年3月31日まで

の間に限り改定後のかかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の施設基準に該当しているものとみなす。
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〇特掲診療料３

41

診療報酬の算定項目の名称が変更されたが、
平成３０年３月３１日において現に当該点数を算
定していた保険医療機関であれば新たに
届出が必要でないもの

歯科治療総合医療管理料(Ⅰ) → 歯科疾患管理料の注11に掲げる
総合医療管理加算

歯科治療総合医療管理料(Ⅱ) → 歯科治療時医療管理料

在宅患者歯科治療総合医療管理料(Ⅰ) → 歯科疾患在宅療養管理料の注４に掲げる
在宅総合医療管理加算

在宅患者歯科治療総合医療管理料(Ⅱ) → 在宅患者歯科治療時医療管理料

有床義歯咀嚼機能検査 → 有床義歯咀嚼機能検査１のイ、
有床義歯咀嚼機能検査１のロ



歯科治療総合医療管理料（Ⅱ）について、歯科治療総合医療管理料（Ⅰ）の廃止に伴い、総合
的な医療管理が必要な患者のモニタリングの評価として、対象疾患及び名称の見直しを行う。

現行

歯科治療総合医療管理料（Ⅱ） 45点
在宅患者歯科治療総合医療管理料（Ⅱ） 45点
（1日につき）

［算定要件（抜粋）］

・患者の血圧、脈拍、経皮的酸素飽和度を経時的に監視し、必
要な医療管理を行った場合に算定する。

［対象患者］
高血圧性疾患、虚血性心疾患、不整脈、心不全、
脳血管障害がある患者

［施設基準（抜粋）］

・常勤の歯科医師が複数名配置されていること又は常勤の歯
科医師及び常勤の歯科衛生士又は看護師がそれぞれ1名以
上配置されていること。

改定後

（改） 歯科治療時医療管理料 45点
（改） 在宅患者歯科治療時医療管理料 45点

（1日につき）

［算定要件（抜粋）］

・患者の血圧、脈拍、経皮的動脈血酸素飽和度を経時的に監視し、必
要な医療管理を行った場合に算定する。

［対象患者］

高血圧性疾患、虚血性心疾患、不整脈、心不全、脳血管障害、喘息、
慢性気管支炎、糖尿病、甲状腺機能低下症、甲状腺機能亢進症

副腎皮質機能不全、てんかん。慢性腎臓病（腎代替療法を行う患者に
限る。）の患者、人工呼吸器を装着している患者又は在宅酸素療法を
行っている患者

［施設基準（抜粋）］

・常勤の歯科医師が複数名配置されていること又は常勤の歯科医師
及び常勤の歯科衛生士又は看護師がそれぞれ1名以上配置されて
いること。

なお、非常勤の歯科衛生士又は看護師を２人以上組み合わせるこ
とにより、当該保険医療機関における常勤歯科医師等と同じ時間歯
科衛生士又は看護師が配置されている場合には、常勤の歯科衛生
士又は看護師が勤務しているとみなすことができる。

42

平成30年度診療報酬改定 Ⅱ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進

全身的な疾患を有する患者に対する歯科医療の充実③

歯科治療総合医療管理料の見直し②

複数の歯科衛生士等による
常勤換算でも可



① 医師については、小児科・産婦人科・精神科・リハビリテーション科・麻酔科等の領域について、
週３日以上かつ週 24時間以上の勤務を行っている複数の非常勤職員を組み合わせた常勤換
算でも配置可能とする。

② リハビリテーションに係るリハビリ専門職及び看護師については、週３日以上かつ週 24時間以
上の勤務を行っている複数の非常勤職員を組み合わせた常勤換算でも配置可能とする。

※ ただし、２人以上の常勤職員を要件としているものについては、常勤の職員が配置されているものとみなすことができる
のは、一定の人数までに限る。

③ 看護師等の常勤職員の配置が求められているものについて、非常勤職員でも配置可能とする。

平成30年度診療報酬改定 Ⅲ－１．チーム医療等の推進等の勤務環境の改善

医師等の従事者の常勤配置に関する要件の緩和

看護師 糖尿病合併症管理料

歯科衛生士 歯科治療時医療管理料

歯科技工士 有床義歯修理歯科技工加算１及び２

管理栄養士 在宅患者訪問褥瘡管理指導料※

※ 診療所の場合、非常勤職員でも算定可能となっており、この取扱いを病院にも適用する。

医師等の医療従事者の柔軟な働き方に対応する観点から、一定の領域の診療報酬について、
常勤配置に係る要件の緩和を行う。
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参考



項目 経過措置

1 歯科初診料、歯科再診料 ・ 平成30年９月30日までの間、従前の点数により算定する。

2
歯科外来診療における院内感染防止対策

に係る施設基準

・ 平成31年３月31日までの間、院内感染防止対策に係る研修を受けた常勤の歯科医師が１名以上
配置されているものとみなす。
（初診料の注1に規定する施設基準、地域歯科診療支援病院歯科初診料の施設基準）

3
院内感染防止対策の届出を行っていない

保険医療機関の歯科初診料、歯科再診料
・ 平成30年９月30日までの間、従前の例による。

4

院内感染防止対策の届出を行っていない

保険医療機関の歯科訪問診療料の注13

に規定する点数

・ 平成30年９月30日までの間、従前の例による。

5
院内感染防止対策の届出を行っていない

保険医療機関の歯科訪問診療料の減算

・ 平成30年９月30日までの間、適用しない。

（歯科訪問診療料の注14に規定する減算）

6
歯科外来診療環境体制加算１、２

再診時外来診療環境体制加算１、２
・ 平成30年９月30日までの間、従前の点数により算定する。

7
歯科外来診療環境体制加算１、２の

施設基準

・ 平成30年３月31日において、歯科外来診療環境体制加算に係る届出を行っている保険医療機関
は、平成30年９月30日までの間、歯科外来診療環境体制加算１又は２の施設基準を満たすものと
みなす。

8 かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所
・ 平成30年３月31日時点で、かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所を届け出ている診療所につ

いては、平成32年３月31日までの間に限り、改定後のかかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の
施設基準を満たしているものとみなす。

9 在宅療養支援歯科診療所２
・ 平成30年３月31日時点で、在宅療養支援歯科診療所を届け出ている診療所については、平成32

年３月31日までの間、在宅療養支援歯科診療所２の施設基準を満たしているものとみなす。

平成30年度診療報酬改定

経過措置等について（歯科関係主なもの）
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【施設基準】

【施設基準】

【施設基準】

【施設基準】



45

明細書の無償交付について

１．公費負担医療の対象である患者等、一部負担金の支払いがない患者

についても、患者に対する情報提供を推進していく観点から、電子レ

セプト請求を行っている保険医療機関及び保険薬局については、明細

書を無償で交付しなければならない。

２. ただし、一部負担金等がない患者に対応した明細書発行機能が付与

されていないレセプトコンピューターを使用している、又は自動入金

機の改修が必要な診療所については、「正当な理由」に該当する旨の

届出が必要。


